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研究成果の概要： 

民主主義が政治のグローバル・スタンダードになった今日でも、軍事クーデタは生じうるこ

とを複数の事例の比較研究から確認した。1 つには、政治の民主化が進んで、軍があからさま

な政治介入を控えるようになっても、軍が政治から完全に撤退することは容易ではないからで

ある。もう 1つには、クーデタに対する国際社会からの歯止めは、軍首脳が国際関係よりも国

内事情を優先する場合には、あまり強く機能しないからである。 
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１．研究開始当初の背景 
(1)アジア、アフリカ、ラテン・アメリカで
は 1970 年代以後政治の民主化事例が増えて
きた。80 年代末には旧ソ連圏諸国でも民主化
が始まった。第三の波と呼ばれる民主化が進
むと、民主化に関する研究が盛んになる一方、
軍隊の政治的役割に関する研究は低調にな
った。しかし、民主化の第三の波は 1990 年
代に入ってから足踏み状態が続いており、民
主化への抵抗や逆行に注意を向ける必要が
生じている。 
(2)反民主化や脱民主化において中心的な役
割を果たすのは軍隊である。それゆえ、民主
化研究にとっては、軍隊が民主政治にどのよ
うな態度や考え方を持っているのかを解明

することが欠かせない作業の 1つであると考
えた。 
(3)とりわけ、本研究に 2007 年 4 月に着手す
る前年の 2006 年 9 月には、東南アジアにお
いて民主化の優等生とみなされていたタイ
で 15 年ぶりに軍事クーデタが勃発したこと
が、軍隊と政治の関係を、比較の観点から考
えてみようという強い刺激となった。 
 
２．研究の目的 
(1)民主化が進む可能性、軍隊が政治に介入
しない可能性を探ることが目的である。それ
は、軍隊に政治介入を思いとどまらせる要因
を探し出すことである。 
(2)抑制要因として重要なものの 1 つは、欧
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米先進国からの歯止めである。冷戦終了後の
今日では、ごく一部の例外を除いて、親欧米
路線を理由として軍事政権が許容される可
能性が低下した。むしろ、軍政や政治介入を
許容せず、経済援助にあたって民主化という
政治面の条件をつけるなどして、制裁に近い
措置を講じるようになってきた。民主化の進
展を願うものにとっては、西側先進国からの
圧力は心強い追い風である。しかし、2006 年
のタイのクーデタはそうした事情を熟知し
た上で敢行された。外国からの圧力がどの程
度有効なのかを検討するのが第一の目的で
ある。 
(3)もう 1 つは、各国の軍隊の態度や考え方
である。それは主として 2点ある。まず過去
の政治介入の経験をどう受け止めているの
か。よき時代であったのか，苦悩の時代であ
ったのか。次に、民主化をどう受け止めてい
るのか。不可避なこと、歓迎すべきことなの
か、あるいは阻止すべきことなのか。 
 
３．研究の方法 
 軍隊の政治介入の経験を持つ国を複数取
り上げて、政軍関係について比較検討した。
対象としたのは、タイ、ミャンマー、カンボ
ジア、インドネシア、ネパール、韓国、ナイ
ジェリア、ロシア、ペルーである。東南アジ
アを中心としつつも、東アジア、南アジア、
アフリカ、ラテン・アメリカ、さらにロシア
にも範囲を拡大することによって、広い見地
からの理解を試みた。それぞれの国を専門と
する地域研究者が、一方では上記目的に掲げ
た 2点に留意しながら各国の政軍関係につい
て個別に研究し、他方では研究会などを通じ
て意見を交換し合って比較の視点を養うこ
とで理解の深まりを目指した。 
 
４．研究成果 
(1)発展途上地域における政軍関係について、
タイを中心としつつ、韓国、インドネシア、
ミャンマー、ネパール、ロシア、ナイジェリ
ア、ペルーの事例を比較検討した。まず現状
を鳥瞰すれば、1960 年代から長期にわたって
軍事政権を経験した韓国と、共産主義体制崩
壊期に一時的に軍隊の政治介入が観察され
たロシアでは、軍隊は政治から退いている。
ネパールでは軍隊は 1996 年以来国王によっ
て共産党との内戦に動員され、英米印からの
援助を受けて規模を拡大した。しかし、国王
が 2006 年に政治的実権を失って，軍隊はよ
うやく政治から解放された。ペルーでは、将
校は民主化にともなって政治の表舞台から
退いた後も介入の機会を窺っている。それど
ころか、タイ、ミャンマー、ナイジェリアで
は軍隊が政治に深く関与を続けている。 
(2)軍事クーデタが今後も生じうるのかとい
う疑問を念頭におきつつ、次の 2点の解明を

試みた。1 つは、政治の民主化が軍隊に与え
た影響である。国政選挙の実施に伴って、軍
隊があからさまな政治介入を控えるように
なった後も、政治から完全に撤退することは
容易ではないことが明らかになった。たとえ
ばインドネシア、カンボジア、ナイジェリア
といった国々では政治介入抑制への代償措
置という意味合いを伴って営利活動への従
事が容認されており、ペルーでは将校の間で
文民政治家への不満や怒りが強い。タイでは、
2006年クーデタから1年ほど後に実施された
総選挙で想定外の政党が勝利をおさめると、
軍首脳はその政権の崩壊に非軍事的に深く
関与して、新政権と一蓮托生の関係になった
ため政治からの撤退が困難になった。 
(3)もう 1 つは、クーデタに対する国際社会
からの監視という抑制要因の有効性である。
そうした要因が機能していないわけではな
いが、本研究実施中の 2年間にもモーリタニ
アやマダガスカルで新たにクーデタが勃発
したように、軍を利用する政治エリートや軍
首脳が国際関係への十分な配慮を怠ってい
る場合には、さほど強く機能していないこと
が明らかになった。ミャンマーでは軍が軍の
ために軍事政権を続けている。タイでは、近
年までのネパールと似通って、政治エリート
が、先進国や近隣諸国との関係の悪化、外国
からの投資の冷え込み、欧米のマス・メディ
アからの批判といった逆風をものともせず、
権力抗争に明け暮れて、軍隊を政治に巻き込
んでいる。そこでは、軍隊は内外からの批判
や嘲笑を浴びながら、政治エリートへの従属
を余儀なくされている。 
(4)本研究を通じて明らかになったのは、(A)
一方では軍政の継続は容易ではないが、他方
では軍隊が政治から完全に撤退するのも難
しい、(B)国際的な逆風にもかかわらず、軍
隊が政治介入に踏み切ることがあり、その可
能性は各国の政治や軍隊をとりまく状況に
規定されている、ということである。それゆ
え、地域研究の観点から状況を注視し続けな
ければならない。 
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